
課長 入澤　はるみ

担当係 子育て支援係

目的と
基本方針

こどもが健やかに育つ

・すべてのこどもの健康増進及び健全育成を推進し、特に配慮が必要なこどもに対しては重点的に支援します。

・子育てへの支援体制やサービスの充実により、子育てしやすい環境づくりを推進します。

・こどもを社会全体で見守り育てる環境を充実させるための援助を行います。

・保護者が安心して、仕事と子育ての両立ができる環境をつくります。

施策 3 こども・子育て支援の充実 主管課

名称 子育て健康課

関係課

・妊産婦、子育て世帯、こども等、誰一人取り残すことのないよう、相談支援体制の充実を図ります。

・こどもたちが健康に育つことを目的に実施している、各種健康診査の受診率の向上に努める。

7 日施策マネジメントシート（2023年度の振り返り、総括） 作成日 2024 年 6 月

基本
目標

Ⅰ 誰もが安心でき安全でゆとりを感じるまち

・保護者の就労形態やニーズの変化に対応した、サービスの提供や既存施設の充実に取り組む。

・子育て世代が仕事をしながら安心して子育てできるようこども園や、学童クラブなどの体制や施設整備などを支援し、子育てを間接的に援助する。

・こどもが安心して過ごすことができる「地域の居場所づくり」についても継続して検討を行う。

・「子ども家庭総合支援拠点」の充実（重層的支援体制整備事業含め）。その後、設置が義務化となるこども家庭センターの設置・構築に努める。

基
本
事
業
の
考

え
方

子育て健康課　こども家庭相談係　健康推進係／町民福祉課　国保年金係

施
策
の
目
的
・
目
標
達
成

の
た
め
の
役
割
分
担

１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

・子育ての基本を大切にするために、こどもと家族がコミュニケーションをしっかり
行う。
・子育ての不安解消、情報交換、ストレス解消等ができる場に積極的に参加し、
他者と意見を交換したり相談する。
・親としての責任・義務を認識して、子育てに取り組む基本的な生活習慣を身に
つけさせたり、健康診査や予防接種などを受けさせる。

・親の不安等の解消に努めるために、乳幼児期の健康診査や事後教室に
おいて、相談支援を充実させる。
・子育てと仕事の両立を支援するために、子ども園等に対してソフト・ハード
の両面で支援等を行う。
・保護者が必要とする経済的な支援を行う。
・学童クラブなど放課後のこどもを安全に見守る活動に対し、適切な支援を
行う。
・義務教育後の経済的不安を解消するための方法について検討する。

3．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化する？ ４．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？
・令和5年4月より国の子ども庁が発足。今まで厚生労働省と文部科学省の中間にあった施策が一本
化することで、国の施策が重複しないなどのメリットと、行政省庁の変更に伴う作業等の増加などのデ
メリットが考えられる。
・出生数が減少している原因は、一つではなく様々な要因が絡むことなので、町全体として施策の検
討をする必要がある。
・ネット環境と情報化社会はもはやこども達に普通のこととして浸透しているため、それを問題として捉
えずに上手く付き合っていく方法を考えなければならない。
・ヤングケアラー実態調査の結果が公表され、今後具体的な対策が必要となる。
・2022年度中にこども家庭センターに係るガイドラインが作成される。
・2023年4月、重層的支援体制が本格的に運用開始となる。
・2024年4月の施行に向け、「こども家庭ｾﾝﾀｰ」の設置、「こどもたちの居場所」の確保が義務化され
る。

以下、町民アンケートの回答より抜粋
・「出産しやすい環境として求められている支援」は①産休・育休制度による
休暇の取りやすさ②産休・育休制度による経済的不安の軽減③出産時の
費用軽減が上位の意見となっている。
・「子育てしやすい環境として求められている支援」は①子育てがしやすい
税制や社会保障②こどもの人数に応じた経済的な支援③義務教育以降の
経済的な支援である。
・自由回答では、公園・広場などこどもの遊び場の充実、おむつ代支援など
が挙がっている。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

・妊娠期からの保健師のきめ細やかな検診や相談事業によって、高い検診受診
率を維持しています。
・就業時間の短縮や働き方改革が進むことによって、ゆったりと過ごせる時間の
ある保護者の割合が増加しました。また、増加・多様化するこどもや家庭の問題
に対応するために、子ども家庭総合支援拠点を設置しました。
・保育の無償化や子育て世帯の住宅整備補助、出産祝い金をMINAKAMI
HEART　Payと現金支給に変更するなど、出産や幼少期の制度は拡充されてき
ています。

・こどもの検診を必要と考えない親や、言葉が通じにくい外国人の親への対
応方法を検討する必要があります。
・妊娠期から子育て期にわたる一貫した総合相談及び、多様なサービス等
の柔軟な支援のさらなる充実が求められています。
・子育てにかかる経済負担を軽減することの継続及び検討が必要です。特
に、義務教育以降の急激な経済的負担増に対して不安を抱いている親へ
の対応を検討する必要があります。

基
本
事
業

基本事業名 対象 意図 取り組み方針

1 町内のこども 健康に育つ。
広報などを活用して乳幼児検診や定期予防接種の必要性を周知し、未受信者への再通
知を行うなど、検診や予防接種の受診を徹底し、こどもの健康増進を図り、食育を推進し
ます。

2
子育てと仕事の両立
のための支援

保護者
安心して子育て出来る環境を整え
る。

子育て支援センターや一時預かり等の充実を図り、子育て期の総合的な相談・支援を行います。ま
た、仕事と家庭の両立を支援するため、こども園等のこどもを安心して預けることのできる環境の充実
を図ります。

3
子育てのための経済
的な支援

子育て世代の人・保護者等
子育ての経済的な負担が軽減され
る。

各種子育て支援の補助や医療費助成など、妊娠から出産、育児等に係る費用負担の軽減を継続しま
す。また、保育料の軽減や住宅建築補助などを行うことで、子育て世代の経済的支援を行います。

保護者・こどもを望む人・こども・家族 安心して出産、子育て出来る。

・子育て世代の生活を経済的側面から継続して支援する。

4
子ども家庭総合支援拠点及び子育て世代包括支援センターの充実を図るなど、妊娠期から子育て期までの総合的な相
談支援を行います。遊びを中心とした集団活動や個別の相談会等を通して、発達や社会性を育む療育支援を充実しま
す。令和6年４月「こども家庭センター」を設置します。

こどもの健康増進

こども家庭相談の充
実

１．施策の現状 ２．施策の課題



実績値

2023年度(R5) 2024年度(R6) 2025年度(R7) 2026年度(R8) 2027年度(R9)

95.0 95.0
施
策
の
成
果
指
標

成果指標名 単位 区分 2021年度(R3) 2022年度(R4)

94.4 93.4

Ｂ 出生数／合計特殊出生率

Ａ
自分のこどもが心身ともに健やかに育って
いると感じる保護者の割合

実績値

95.0
％

実績値 95.3

目標値 93.0 95.0 95.0

人
実績値 58/1.06 78/1.43 59/

目標値 74/1.43 73/1.19 72/1.18

2023年度

－

目標値

目標値 35.0

実績値 34.6 32.5

施策

99.9
Ａ

発達状況が確認できた保護者の
割合

％
実績値 － 99.3

99.9
4

2021年度 2022年度 2026年度

基
本
事
業
の
成
果
指
標

B

B

B

B
実績値

目標値

Ａ
町決算額における民生費中の児
童福祉費の割合

区分

こども家庭相談の充実

2

3
実績値

99.999.8 99.9

98.8

3 こども・子育て支援の充実

目標値

目標値 99.8

100／95.9

95.5／97.5 96.0／98.0

9 9

2024年度

100/97.9 100/96.4

子育て健康課

課長 入澤　はるみ

2025年度

実績値

96.5／98.5

36.0

71/1.17 70/1.16 69/1.15

基本事業名 指標名 単位

1

Ｄ

目標値

8

20.0 24 28

36.5

Ｃ
目標値

こどもの健康増進

子育てと仕事の両立のための支援

子育てのための経済的な支援

実績値

目標値

実績値

目標値

Ａ こども園の一時預かり保育数 人／年

目標値

実績値

％

Ａ
健康診査受診率
（１歳６ヶ月児／３歳児）

％

37.535.5

32 36 40

成
果
指
標

　
　
の
達
成
状
況

Ａ 未達成
成
果
指
標

　
　
増
減
の
要
因

Ａ

自分のこどもが心身ともに健やかに育っていると感じる保護者の割合は、9割を超え高い数値で推移している。回答者がＲ
５：108人、Ｒ６：89人と母数が少ないため、回答者1人の影響が大きい。特に20歳代は、感じていない割合が20％と突出して
いるが、母数が5人と少ないため1人で20％ととなる。前年度比▲1.0ポイント、目標▲1.6ポイントと若干届いていないが、概
ね自身の子育てに肯定的であることが窺える。

Ｂ 未達成 Ｂ

出生数は波があり年度で、乱高下が激しい。国を含め、少子化対策の施策は実施しているが、成果が数値に表れてこない。
また、婚姻数の減少（Ｒ3：44､Ｒ4：30）も少子化に影響していると思われる 。Ｒ５は前年より▲19人の59人。うち8人（13.6％）が
旅館等で働く外国籍のこどもであり、外国籍の方が町の出生数を支えている事が否めない。合計特殊出生率については毎
年10月以降に発表となるため現時点では未記入。ただ、出生数から考え目標値を下回る可能性が大きい。

Ｃ Ｃ

Ｄ Ｄ

基
本
事
業
　
取
り
組
み
状
況
・
増
減
の
分
析
・
課
題
・
取
り
組
み

取り組み状況 目標に対する増減の要因分析 現状の課題 具体的な取り組み

1

健診の時間帯や幼児健診の
実施方法等について説明し
たパンフレットを配布し、健
診の必要性を伝えた。

３歳児健診はR４年度は年６回
実施していたが、R5年度は受診
者数及び医師の都合により年４
回の実施となった。回数が減っ
たことで、未受診者が受診でき
る機会が減り、受診率が低下し
た。

幼児健診に従事してくれる
医師の確保。

・医師確保は、沼田利根医師会へ相談し対
策を考える。
・未受診者には電話連絡や訪問を実施し、
受診を促す。
・乳幼児健診における､からだの相談(運動
指導）を新たに取り入れ、健診の充実を図
る。

2

こども園・学童クラブが待機児童ゼロを
保てる運営ができるよう各施設と調整
を行った。
にいはるこども園で園児受け入れ体制
の改善と業務の効率化に向け、事務
のICT化を図った。
ファミリーサポートセンターの再構築を
図った。

低年齢児時期から共働き家庭が増
加していることから、こども園の３号
利用者が増加し、一時預かり保育
数が伸びていない。

各こども園の質の維持を図る必要があ
る。安全面に配慮した円滑な運営が行
えるよう、各こども園においては保育教
諭、学童クラブは支援員の安定的な確
保が必要である。
月夜野小学校開校に合わせ、月夜野
地区学童の統合と施設改修が必要で
ある。

・こども園３園の合同研修会等を実施することにより一層の連携を図る
と共に協力体制を構築し、受入体制を含めた環境整備や保育の充実
を目指す。
・学童クラブ及び支援センターについても、情報交換会等で連携を図
り安心安全に過ごせるよう安定した運営を継続する。
・国主導で「こどもだれでも通園制度」が令和8年に導入されるため、
その検討を始める。
・月夜野地区学童統合に向けた事務調整と施設改修の準備を進め
る。

3

結婚・出産・子育てのための経済的支援の補助制
度を周知し、対象者に申請を促した。また、窓口
連携システム等により住民基本台帳を月に一度確
認し、未申請がないか拾い上げている。
子育てガイドブックの刷新を図り、広く配布するこ
とで、支援制度や子育て情報の周知に努めた。
第3子以降の給食費無償化及び1・2歳の誕生日
祝い金の支給を開始した。

臨時的な生活支援給付金事業が影響
し（240,072,689円）、3款1項の社会福
祉費の決算額が増加した事から、目標
値との乖離が大きくなった。
支援事業は拡大されているが､少子化
に伴い、各支援で支給者数が減り、経
費の減少が見られた。

前年度比0.5ポイント減で
あったが、健診評価アンケー
ト項目の母数が少ないため、
１人「確認できない」となった
だけで割合が下がってしま
う。

こどもの発達状況に対する
評価を、受け入れられない親
に対する支援が必要である。
国の努力義務として、R6から
こども家庭センターの設置が
求められている。

出産・子育てのための経済的支援制度
等の周知の継続と結婚支援補助制度の
認知度を上げる必要がある。
物価高騰等の影響により、子育て世帯の
経済的な負担が増加している。特に低所
得者世帯の支援が必要である。

・既存の支援内容の精査を行うとともに、現状ニーズを研究し
欠如してる支援があれば実施に向けて検討する。
・「子育てガイドブック」や広報・ホームページ・移住相談会等
を活用し、これから出産・育児を行う若い世代や移住を考える
町外者などに町の情報を広く周知していく。
・Ｒ６の新たな低所得者世帯に向け支給する物価高騰生活支
援給付金に子ども加算を上乗せで支給する。
・国の施策として、10月より児童手当の拡充を行う。

4

公認心理師を週２日係内に配
置。こども園や学校と連携をと
り、こどもや親の支援に当たっ
た。
福祉まるごとサポートセンターが
開設され、連携して事務を進め
た。

・公認心理師（1日/週）を増員し、相談業務の強化を
図る。
・健診の場で発達状況を確認し、すてっぷや事後教
室へつなげる。また、支援は早期であるほうが良いと
いうことを伝えていく。支援につながらない場合は園と
連携し、園での支援につなげる。
・こども家庭センターを開設し、体制の構築と支援事
業の充実を図る。

主管課
名称

97.0／99.0

2027年度

97.5／99.5 98.0／99.8

37.0

29.3



3.こども・子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

子育て健康

組織名 子育て健康

組織名 子育て健康

組織名 子育て健康

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実

令和 6 6 21

町内で生まれた新生児に対し、心身ともに健やか
に育つように木のぬくもりを感じる誕生祝いとして
木のおもちゃとウッドスタートの冊子を支給する。

課題なし。

351,060 円事務事業 000003 誕生祝品支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費

基本事業 01 こどもの健康増進

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

支給者数

課 子育て支援 係
令和　４年度 令和　５年度 単位

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

事務事業 000002 乳幼児等定期予防接種事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 6 6 21

事業
期間

会
計

1 款 3 80 54 人

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績感染症の蔓延並びに、感染症による重度障害・

死亡を予防のために各種予防接種を行う。 
対象：乳児から高校３年生

接種のスケジュールについて新生児訪問や
乳幼児健診の機会に説明を行う。未接種者
に対し通知し接種勧奨を実施した。 
子宮頸がん予防接種のキャッチアップ対象者
へも個別通知し接種勧奨を実施した。 

事業費 21,795,810 円

課

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 こどもの健康増進 定期予防接種の接種者数

健康推進 係
令和　４年度 令和　５年度 単位

継続事業

課題なし 少子化対策の一環として今後も継続する。

項 2 目 1

組織名

人

令和 6 6 21

項 1 目 2 2,392 1,962
事業
期間

会
計

1 款 4

乳児期に行う予防接種が多いため、接種スケ
ジュールをたて接種を遅らせることが無いよう行う
必要がある。

新生児訪問や乳幼児健診時に接種勧奨を継
続的に行い、広報紙やホームページなども活
用しながら周知を徹底する。

令和　５年度 単位
課 こども家庭相談

継続事業

継続事業

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

地域における保健活動の推進役として、町より委
嘱している委員。任期３年

研修会の参加率向上のため、保健推進活動
で役立てられる内容と交流会を企画し、前年
度と比較し参加率が向上した（R４年度１８．
６％→R５年度３９．５％）。 
任期や出生数減少による活動量の差につい
ては、活動報告の場や総会の場で説明を
行った。

円事務事業 000004 保健推進員会事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 1,072,637

基本事業 01 こどもの健康増進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

訪問回数（妊産婦・乳幼児）

係

回・人項 1 目 2 49･620 43･504
事業
期間

会
計

回

令和 6 6 21

項 1 目 1  57･557 39･451
事業
期間

会
計

1 款 4

研修会の参加者を増やすため、身近な話題を取
り上げる。出生数の減少により任期中の活動量
が少ない推進員がいる。任期が長いと意見があ
る。

R６年度は２６名の新規保健推進員へ委嘱。
任期や活動量については今後も理解が得ら
れるよう説明を行っていく。
引き続き研修会の参加者が増えるよう、推進
員の希望を取り入れながら研修を企画してい
く。

令和　４年度

事業実績３歳以下の乳幼児とその保護者を対象に発育・発
達状況の確認、疾病の早期発見、育児不安の軽
減や解消を図るため、医師診察・心理士相談等を
行う。

健診当日未受診者へ再度健診が受けられるように電話連絡
で受診勧奨を行うことで、受診につなげられた。外国籍の人
も増加傾向にあり、一時帰国により該当年齢で確認できない
こともある。その際は日本に帰ってくる時期を伺い、通知や電
話連絡をして受けられるようにフォローすることで経過は追え
ている。
町支援センターや地域住民などからの情報提供も受け、状
況把握は行っている。

円事務事業 000001 乳幼児健診・相談事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 2,780,950

基本事業 01 こどもの健康増進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

開催回数・受診人数

係

1 款 4

未受診のため発育発達および育児状況が該当年
齢時点で確認できない乳幼児がいる。
健診の待ち時間を短縮する工夫が必要である。

今後も未受診者への通知発送や電話連絡は継続し
て行う。また、健診において発達の気になる児や身
体の使い方が不器用な児が増加傾向にある。その
ため心理士の他に作業療法士や理学療法士の観
察も健診内容にいれ、行動面・身体面と様々な視点
からのフォローを充実させていく。

令和　４年度 令和　５年度 単位
課 こども家庭相談

継続事業



3.こども・子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

利用促進のために他の子育て支援事業との
一体的な実施や母子保健事業との連携等、
効果的な事業の実施方法を検討する。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 目 1 243 242 日

課 子育て支援 係 急速な少子化の進行に伴い、子育て支援セン
ターを利用する親子も減少傾向にある。また低年
齢時期から共働き家庭が増加していることも利用
者の減少に拍車をかける要因となっている。

利用促進のために他の子育て支援事業との
一体的な実施や母子保健事業との連携等、
効果的な事業の実施方法を検討する。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 目 1 2 2 件

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

係
平成23年度事業開始後、利用件数は、平成25年
度1人、平成26年度1人、平成27〜令和5年度は0
件で利用者がいない状況である。

沼田市が行っている病児保育事業(利根中央
病院)に広域参加することも検討に含め、事業
の廃止または体調不良型事業への変更につ
いても検討する。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 目 1 0  0 日

事務事業 000012 ファミリー・サポート・センター事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 96,742 円

子どもの保育施設までの送迎や一時的な預かり
など子育ての援助を、事前に登録された会員の
相互援助により有償で依頼できる事業で、ファミ
リー・サポート・センターが援助の仲介役となる。

町ホームページや子育てガイド等にも事業の
内容及び会員募集について掲載しているが、
利用申請者は少なく、支援したい提供会員も
増えない。

施
策
体
系

施策 03

3 項 2 目

事務事業 000001 子育て支援センター管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 8,000,000 円

にいはるこども園の子育て支援事業として、子育
て支援センターを運営。町の子育て支援の拠点と
して地域支援活動を実施する。NPO法人みんな
の太助さんに運営委託。

利用者確保のため、町の乳児健診等でチラシの配
布を依頼する、支援員が健診会場へ赴き親子と交
流を図りながら支援センターの利用方法等を説明す
る等の取り組みをした。また母親のニーズを調査し
た上で内容を考え月のイベントを実施したが、出生
数の減少及び低年齢時期からのこども園入園等に
より効果は薄かった。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

支援センター開館日数基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 子育て支援 係 急速な少子化の進行に伴い、子育て支援セン
ターを利用する親子も減少傾向にある。また低年
齢時期から共働き家庭が増加していることも利用
者の減少に拍車をかける要因となっている。

令和 6 6 21

令和 6 6 21

事務事業 000002 子育て支援団体活動費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 11,342,000 円

子育て支援団体の活動に対して補助金を助成
し、子育て支援のための環境づくりを推進するこ
とで、遊び場の提供や育児相談を実施し地域の
子育てを支える。

利用者確保のため、町の乳児健診等でチラシ
の配布を依頼した。月のイベントについては
内容を工夫したが、出生数の減少及び低年
齢時期からのこども園入園等により効果は薄
かった。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

交付件数基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康

令和 6 6 21

事務事業 000013 病後児保育事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 40,900 円

生後１歳から小学校３年生までの病気回復期の
児童で、保護者が就労等やむを得ない理由によ
り家庭での保育が困難な場合に一時的に預かり
保育を行う。

町ホームページや子育てガイド等にも掲載し
ているが、問い合わせもなく利用者もいない。施

策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

病後児保育の開所日数基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援

組織名 子育て健康 課 子育て支援

令和 6 6 21

こども・子育て支援の充実
事業実績

提供会員及び両方会員数(援助した
い人)、依頼会員数(援助を受けたい
人)

基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 子育て支援 係
平成25年度事業開始後、援助活動の件数は、平
成26年度3件(2人)、平成27年度4件(1人)、平成
28・29年度0件、平成30年度25件(1人)、令和元年
度26件(1人)、令和2年度1件(1人)、令和3年度2件
(1人)、令和4年度0件、令和5年3件(1人)で利用者
数は極めて少ない。また実際に支援をする提供
会員を増やすことも必要。

令和６年度から利根沼田定住自立圏を活用
し「沼田市ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ」において事業
実施する。
※令和５年度末でみなかみ町ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･
ｾﾝﾀｰは廃止。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 1 5･16 -・1 人



3.こども・子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

課 子育て支援 係
利用児童数の増加に伴い、支援が必要な児童が
増えてきているため、安全面に配慮した円滑な運
営が行えるようにするために余裕をもって支援員
を確保する必要がある。

共働き・ひとり親が増加している中で小学生
が放課後や小学校の長期休業中を安心安全
に過ごせるよう今後も継続する。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項

事務事業 000003 旧第三保育園管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 580,710 円

保育所については令和２年度末をもって廃止し、
令和４年度(令和３年度予算繰越)に建物の解体
を終了した。
令和５年度については地主へ土地の返還を行う。

土地の返還方法等を確認するため、地主に
対して説明会を実施したが、原状回復等を要
求されるなど交渉が難航している。

施
策
体
系

組織名 子育て健康 課 子育て支援

02 子育てと仕事の両立のための支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

係

課題なし 今後も継続する。
令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項

事務事業 000004 にいはるこども園管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 46,850,434 円

子ども園運営に伴う諸事業
・入園するすべての幼児に対する保育、幼児教
育、給食の提供
・園運営に必要な施設の維持管理事業

保育サービスを充実させるために､園でのお
むつ処分を開始し、保護者の負担軽減を図っ
た。 
また、保育支援システムの導入により日常保
育の事務効率化を図った。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

開園（保育）日数基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 子育て支援 係

令和 6 6 21

事務事業 000011 放課後児童健全育成事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 28,607,632 円

保護者が就労等で昼間家庭にいない小学生が、
放課後を安全に安心して過ごせる場として町内4
か所でクラブを実施。新治学童と月夜野学童は指
定管理委託。建明寺学園が実施の民間クラブに
は運営費を補助。

有資格者の知人等に声をかけるなどして支援
員の確保に努めているが、長期的に安定して
勤務できる人がいないため、人材不足の課題
はなかなか解消されない。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

開設日数・平均利用児童数
（月夜野第1・月夜野第2・新治・わかく
り）

基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康

2 目 1
252.285.253.
291/27.38.21

.28

253.287.252.
285/25.44.24

.31
日・人

令和 6 6 21

事務事業 000009 保育・こども園児災害共済保険事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 30,780 円

公立認定こども園の児童が独立行政法人日本ス
ポーツ振興センターの災害共済保険に加入し、在
園中の不測の事態・事故に備える。

課題なし。施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

災害共済加入者数基本事業

2 目 4 106 106 人

令和 6 6 21

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

開園（保育）日数基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 子育て支援 係

令和５年度中に地主に土地を返還する。
地主の思いや考えを確認し、関係各所と協議
を行いながら引き続き説明会等を実施し土地
を返還できるよう進めていきたい。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 目 4 - -

21

日

令和 6 6

4 194(293) 199(294) 日

求められる事務やサービスが多様化していく中
で、保育サービスの精査、効率性などを考慮して
いく必要がある。

保育の効率化を図ることにより、こども達一人
一人と向き合う時間を確保し、安心･安全に保
育業務に取り組む。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 目



3.こども・子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

目 4 2 2

事務事業 000007 私立保育所保育充実促進費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 4,316,400

目 4 2  2

事務事業 000008 民間保育園等障害児保育事業費支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 1,621,290

子育て健康 課 子育て支援 係
延長保育に対応した保育士の人件費コストは当
該補助金では賄いきれない。また、申請には詳細
な資料が必要で、事務量が多く、園の負担になっ
ている。

今後も延長保育を必要とする児童が見込ま
れるため、継続して実施していく。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業

子育て健康 課 子育て支援 係

課題なし
土日祝日の就労者及び藤原地区の就労者
が、安心して子育てと仕事の両立ができるよ
う今後も継続する。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業

会
計

1 款 3 項 2 目 4 21

令和 6 6 21

円

民間保育所等が行う、①1歳児が1人以上の保育
所等が行なう低年齢児保育②食物アレルギー対
策等、保育内容向上のために支出した経費に対
する補助事業。

課題なし。施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

事業を実施した施設数基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 子育て支援 係
県補助事業であり、低年齢児保育や食物アレル
ギー対応の充実に資する事業であるが、アレル
ギー対策に関しては委員会の設置が必要だった
りと園にはハードルが高い。

今後も継続する。
令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 箇所

令和 6 6 21

事務事業 000006 私立保育所延長保育事業費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 300,000 円

就労形態の多様化に伴う延長保育の需要に対応
するため、民間保育所等が通常開所時間を超え
た保育を行うことで、安心して子育てができる環
境を整備する。

つきよのこども園は、子どもの利用数が多く、
保護者の就労形態に対応するため継続して
実施している。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

延長保育を受けた児童の数基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

 15 人

令和 6 6 21

円

民間保育所において、障害児（特別児童扶養手
当支給対象児童、身体障害者手帳や療育手帳交
付の支給対象児童、町長が軽度の障害を有する
と判断した児童）の保育を行う場合、町がその障
害の程度により、補助金を交付する。

課題なし。施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

障害児保育を行っている民間保育所
の数

基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 子育て支援 係 重度の障害児への加配職員の人件費等の補助
のほか、加配までの必要がない中度・軽度の障
害児に対する保育を行う場合、指導計画と支援
計画をつくるこが補助金支給要件とし、障害児保
育の充実がすべての園で図れるようにする。

今後も障害児保育の充実が図れるように協
議・検討していく。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 園

令和 6 6 21

事務事業 000014 認可外保育所運営費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 6,282,000 円

こども園が休みとなる休日保育を実施している認
可外保育施設と、町立第三保育園が休園中であ
り、こども園への通園が困難な藤原地区で実施し
ている認可外保育施設の運営の安定を図るため
補助金を交付する。

課題なし。施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

認可外保育施設の数
基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

会
計

1 款 3 項 2 目 4 2 2
事業
所



3.こども・子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

目 4 9 10

事務事業 000016 保育等施設給付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 323,058,855

子育て健康 課 子育て支援 係

課題なし
近隣市町村に地域型保育施設があり、町民
の利用も考えられるため、今後も継続する。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業

目 5 40･287 1,992･284

事務事業 000010 水上児童館管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 6,793,881

子育て健康 課 子育て支援 係

課題なし 今後も継続する。
令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 目 4 2

令和 6 6 21

円

町内私立保育施設（つきよのこども園・水上わか
くりこども園）および町外に委託する広域保育施
設等に対し、施設型給付費・委託費を交付する。

課題なし施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

町内保育等施設・町外保育等施設基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 子育て支援 係

課題なし
町内在住者が利用する各教育・保育施設の
安定した運営のため、今後も継続する。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 施設

令和 6 6 21

事務事業 000015 地域型保育給付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 1,595,980 円

町外の地域型保育施設（事業所内保育所）に委
託する児童がいる場合、地域型給付費を交付す
る。

課題なし施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

地域型保育施設入所児童数基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

会
計

1 款 3 項 2 目 4 1 1 人

令和 6 6 21

事務事業 000018 子育て支援拡充事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 15,889,600 円

私立認定こども園の運営の安定化を図るとともに
教育振興費補助、保育促進事業に対して町単独
の補助を行い、子育て支援の拡充を図る。

課題なし。施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

補助件数基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

4 件

令和 6 6 21

円

児童に健全な遊び場を与え健康増進及び情操を
豊かにする児童福祉事業の実施。

新型コロナウイルス関連で利用制限等を設け
て運営を行っていたが、制限をなくしたため利
用する児童の数が増加し始めた。しかし依然
として水上地区以外の児童の利用が少ない。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

登録児童数・児童館開館日数基本事業 02 子育てと仕事の両立のための支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 子育て支援 係

水上地区以外の利用者が参加しやすい行事や開
催場所等の検討。

水上地区以外の児童が放課後に児童館を利
用することは、事実上不可能である。現在の
児童館は学童クラブと同じ機能をしているた
め、用途変更または廃止について検討する必
要性がある。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 人･日



3.こども・子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

目 2 2 2

事務事業 000011 未熟児養育医療給付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 177,453

町民福祉 課 国保・年金 係

群馬県内全ての市町村が一定の要件で実施して
いる。

特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業

事務事業 000004 就学支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 7,765,450

子育て健康 課 子育て支援 係

課題なし。 少子化対策の一環として今後も継続する。
令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 目 1 80・- 54･129 人

令和 6 6

令和 6 6 21

事務事業 000010 福祉医療費支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 137,622,630 円

子ども・重度心身障害者・母（父）子家庭に対し、
医療機関で受診されたときの医療費の自己負担
分を福祉医療費として支給する事業。
令和5年10月より、子ども福祉医療対象者が県下
統一で高校生世代まで拡大された。

特になし施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

受給資格者数（年度末現在）基本事業 03 子育てのための経済的な支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

会
計

1 款 3 項 1 目 4 2,148 2,488 人

令和 6 6 21

円

入院加療を必要とする未熟児（出生時2000ｇ以下
又は身体機能が未熟のまま出生した乳児）に対し
て、医療の給付を行う。

特になし施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

受給者数基本事業 03 子育てのための経済的な支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金 係

課題なし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4 項 1 人

令和 6 6 21

事務事業 000003 出産・誕生日祝金事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 5,990,000 円

次世代を担う児童の健全な育成と福祉の増進を図る目的で対象
者からの申請により支給。
【対象者】
出産及び1･2歳の誕生日に住民登録された子の養育者
【支給内容】
出産祝金：第1子:2万円、第2子:2万円、第3子:10万円
誕生日祝金:3万円分は電子地域通貨(MINAKAMI HEART)

課題なし。 
施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

支給者数（出産・誕生日）基本事業 03 子育てのための経済的な支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

21

円

小・中学校入学時にかかる費用の負担軽減を図ることを目的に対
象者からの申請等により支給。
【支給内容】
　小学校入学時：２万円の電子地域通貨(MINAKAMI HEART)
　中学校入学時：４万円の電子地域通貨(MINAKAMI HEART)
　中学校１年生：防寒着(ｳｲﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶｰ)

課題なし施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

支給者数（小学校入学・中学校入学・
ウインドブレーカー）

基本事業 03 子育てのための経済的な支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 子育て支援 係

課題なし 少子化対策の一環として今後も継続する。
令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 人目 1 96･112･112 97･101･111



3.こども・子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事務事業 000001 子ども・子育て会議運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 55,900

子育て健康 課 子育て支援 係
平成30年度から要綱を改正し、対象者、対象事
業、対象施工業者を拡大したことを、ホームペー
ジや子育て支援ガイドブックにより周知を図る。

定住人口の増加に繋がるため今後も継続す
る。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 目 1 29 30 件

令和 6 6

事務事業 000014 出産・子育て応援金事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 5,613,440

子育て健康 課 子育て支援 係

認知度が低いため、周知に対する取り組みが必
要。

少子化対策の一環として今後も継続する。
令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 目 1 2 1 件

令和 6 6

令和 6 6 21

事務事業 000012 子育て家庭住宅整備費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 28,383,000 円

町内に家を新築･増改築･取得する、子育て家庭
等及び新婚家庭に対し対象工事費の10%を補助
する。対象者は、中学生以下の子を養育する世
帯・妊婦のいる世帯・婚姻届提出後3年以内かつ
夫婦の年齢が100歳未満の世帯で、町内に住民
登録及び整備後3年以上居住、滞納がない。

ホームページや施工業者の口コミ等で認知度
も高くなってきた。施

策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

補助金支払い件数基本事業 03 子育てのための経済的な支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

21

円

町長の諮問機関で、①特定教育・保育施設の利
用定員の設定②特定地域型保育事業の利用定
員の設定③子ども子育て支援計画に関すること
等について調査審議し答申する。

子ども・子育て会議を開催し、子ども・子育て
支援事業計画について、前年度の評価や進
捗状況の確認及び来年度の予定等を審議し
た。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

会議開催件数基本事業 03 子育てのための経済的な支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 子育て支援 係
委員の任期や当て職委員の人事異動等による委
員の交代があり、継続的な審議における情報共
有、引き継ぎが難しい。

令和6年度に実施する「第3期子ども・子育て
支援事業計画」策定にあたり、複数回の会議
を開催し、委員の意見を反映させるよう努め
る。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 件

令和 6 6 21

目 1 1 １

事務事業 000002 結婚支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 227,000 円

若者の希望する結婚が、それぞれ希望する年齢
でかなえられるよう、結婚における支援の充実、
結婚、出産を希望する若者世帯・子育て世帯が
望む住生活の実現を図る。

町ホームページ、町発行の子育てガイドブック
に制度を記載し周知した。認知度も高くなって
きている。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

補助件数基本事業 03 子育てのための経済的な支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

21

円

妊娠から出産時において経済的な不安を抱える
妊産婦の負担を軽減するための事業

妊娠時は母子手帳発行と当時に申請及びアンケートを実施
し、保健師より手渡しで提出。出生時は窓口にて児童手当等
の手続きと同時に申請し、アンケートについては、後日保健
師の訪問時に回収している。保健師との連携を重視している
ため支給漏れ防止対策はしっかりできている。また転入時に
は本人に請求状況を確認したうえ、前住所の自治体にも電
話で確認し二重支給の防止にも努めた。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

応援金支給者数（出産･子育て）基本事業 03 子育てのための経済的な支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 子育て支援 係 妊娠届担当と連携を取り、支給漏れを防ぐ必要が
あること。また、妊娠届提出後に転入した妊産婦
について、支給漏れ及び二重支給がないよう、前
住所地自治体と連携をとる必要があること。

義務事業のため今後も継続する。
令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 人目 1 179(111･68) 112(61･51)



3.こども・子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事務事業 000015 子育て世帯生活支援特別給付金事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 11,438,600

子育て健康 課 子育て支援 係

課題なし

義務事業のため今後も継続する。
令和６年10月から児童手当制度一部改正に
より、所得制限を撤廃し、第３子以降の増額
支給及び支給年齢を18歳まで引き上げる。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 目 2 830 736 人

令和 6 6

子育て健康 課 こども家庭相談 係 晩婚化に伴い、高額の治療が増加している。ま
た、保険診療での治療にも助成金を交付すること
で、申請の問い合わせや申請者が増加すると思
われる。
事業の周知を図る。

広報やホームページ等による事業の周知強
化。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4 項 1 目 2 44･13･8 10･6･3
件・

組・件

令和 6 6 21

事務事業 000005 児童手当支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 167,606,492 円

対象者の申請により、認定し手当を支払う。支払額は3
歳未満は15,000円、3歳以降は10,000円（ただし、第3子
以降は、3歳以降も小学校修了前までは15,000円）。所
得制限超過者は5,000円、所得上限超過者は資格消滅
となり支給されない。平成22年度から子ども手当に制度
変更。平成24年度から再度実施。国の基準に則って実
施。

課題なし。施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

受給者数基本事業 03 子育てのための経済的な支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

21

円

食料等の物価高騰に直面し、影響を特に受ける
低所得の子育て世帯に対し、特別給付金を支給
することにより、その実情を踏まえた生活の支援
を行う。

スケジュールに沿って適切な事務遂行を行っ
た。 
高校生のみの世帯、家計急変世帯について
は周知に努め申請漏れがないよう努めた。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

支給対象世帯数・支給対象児童数基本事業 03 子育てのための経済的な支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 子育て支援 係 「５月末までに支給対象者の口座へ振込み」との
スケジュールになる見込みであり早急及び的確な
事務処理が必要となる。また、高校生のみの世帯
と家計急変世帯は、申請が必要になるため、周
知徹底して申請漏れを防ぐ必要がある。

期間限定事業のため課題なし。
令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

期間限定事業
会
計

1 款 3 項 2 件・人

令和 6 6 21

目 2 96･178 100･190

事務事業 000006 児童扶養手当支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 80,500 円

ひとり親家庭の生活の安定と自立を助け、児童の
健全育成を図ることを目的とし、18歳に達する日
以後最初の3月31日までの児童を養育しているひ
とり親に支給する。
手当額：10,160円〜43,070円

制度について、広報やHPを活用したり、住民
係や福祉医療担当者とも連携をとるようにし
ているため、制度の周知はできている。施

策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

受給者数基本事業 03 子育てのための経済的な支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 子育て支援 係
対象となる方の把握に努める。（離婚届又は（未
婚等による）出生届提出の際に、制度説明等はし
ているが、落ちがないようにする。）

義務事業のため今後も継続する。
令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

会
計

1 款 3 項 2 目 3 81  69 人

令和 6 6 21

継続事業

事務事業 000008 不妊治療費等助成事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 1,100,000 円

不妊や不育症の治療を受けている夫婦の経済的
負担の軽減を図るため、みなかみ町不妊治療費
助成事業実施要綱に基づき、治療に要する医療
費の一部を助成金として交付する。

年齢、回数制限の撤廃。施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

延申請数・助成実組数・治療後妊娠
届数

基本事業 03 子育てのための経済的な支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名



3.こども・子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

事務事業 000007 妊産婦健康診査事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 5,717,622

令和 6 6

事務事業 000005 こどもの居場所支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 12,430,000 円

子育て健康 課 こども家庭相談 係 すべての子ども、家庭の相談や支援を行う「子ど
も家庭総合支援拠点」の周知と運営。
プレコンセプションケア（性と健康の相談）の一環
として、幼児期からの性に関する正しい知識の普
及啓発の必要性がある。

システム稼働の活用と整理を行う。
令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 目 1 107 128 回

令和 6

21

円

母子健康手帳の交付に合わせ妊婦健診、妊婦歯
科健診、産婦健診、新生児聴覚検査の受診票を
交付し、健診費用の助成を行う。転入妊婦に対し
ては、未使用の受診票を差し替えて交付する。

母子手帳交付を二次元コードでも可能とした
ところ、半数以上は二次元コードによる申し込
みであった。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

受診票交付枚数・健診を受診延べ人
数

基本事業 03 子育てのための経済的な支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 こども家庭相談 係 母子健康手帳の交付は電話による予約制とした
が、若者向けとして、二次元コードでの申込みも
検討。
妊婦歯科検診や産後2週間健診はまだまだ受診
率が低いので、周知が必要。

二次元コードにより母子健康手帳交付予約は
継続。妊婦歯科健診および産後２週間健診
の受診率が低いので、妊娠中のお便りや予
定日１か月前の電話連絡等で受診勧奨して
いきたい。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4 項 1 人

令和 6 6 21

目 2 1,237･1,041 973･835

事務事業 000004 児童虐待防止事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 1,373,451 円

要保護児童の適切な保護又は要支援児童若しく
は特定妊婦への適切な支援を行うため関係機関
(者)による情報の共有、役割分担支援内容の協
議等を行う。

全国共通システムに対応できるシステムを導
入、運用。
「子ども家庭総合支援拠点」の設置。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

協議会（年１回）及び実務者会議(月１
回）の開催と状況に応じた個別ケース
会議の開催

基本事業 04 こども家庭相談の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名

6 21

ひきこもりや不登校で、家庭や学校に居場所のないこど
もに対して「こどもの居場所」を整備し、こどもとその家庭
が抱える多様な課題に応じた生活習慣の形成や学習の
サポート、進路等の相談支援、食事の提供を行うととも
に、こども及びその家庭の状況をアセスメントし、関係機
関への連携を行うなどの支援を包括的に提供する。

校長会・教頭会にて居場所の周知を行い、対
象児童への周知を依頼。また、教育委員会お
よび学校の関係者を集めての情報共有の会
議の実施。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

利用児童・生徒数基本事業 04 こども家庭相談の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 こども家庭相談 係 新規事業のため、業務内容の定期的な見直しの
ほか利用者に合わせた変更等随時実施する必要
があるため、学校や教育委員会、スクールカウン
セラーや医療機関等、関係機関との連携を密に
する必要がある。

令和５年度はプレ開所として、関係者への周
知でとどまっていたが、令和６年度からは広
報等で町民へ周知し、利用を呼びかけていき
たい。 
学校・教育委員会を含めて関係者の情報共
有の場を定期的に持ち連携して事業にあた
る。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 3 項 2 目

令和 6 6 21

1 － 8 人

事務事業 000003 乳児等訪問事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 156,815 円

新生児期、乳児期に訪問を実施することで育児
の不安を減少させ安心して子育てができる。
新生児訪問
おめでとう訪問（保健推進員による）
訪問母乳相談（助産師による）

訪問助産師の雇上げの予算をとったが、出生
数が例年より少なく、また、里帰り訪問の希望
もあり、課内で対応できた。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

新生児訪問数・出生数基本事業 04 こども家庭相談の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 こども家庭相談 係

適切な時期に訪問するための人員が不足してい
る。

産後の不安を抱える母親が多いので、新生
児期（生後２８日）に訪問できるようにする。ま
た、不安の強い母親に対しては、再訪問を実
施する。

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4 項 1 目 2 70･76 45･59 人



3.こども・子育て支援の充実

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

令和 6 6 21

事務事業 000001 発達支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 3,520,396 円

発達相談会は発達の気になる児を持つ保護者を
対象に専門職による療育相談・指導を行う。ｺﾝｻ
ﾙﾃｰｼｮﾝは園等の職員に対し児への支援方法を
指導する。職員研修を開催する。

心理士・保健師が町内３園を訪問。対象児の
行動観察をもとに職員に対して児への支援方
法を指導した。 
また、３園中１園のみ作業療法士の訪問も行
い、身体、行動面についての指導を実施し
た。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

コンサルテーション実施回数・対象人
数（延）

基本事業 04 こども家庭相談の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 こども家庭相談 係 指導内容は専門性が高いため、専門職の確保が
必要である。子ども家庭総合支援拠点が立ち上
がった事により、学校や保護者からの相談が増え
ている。その対応のためにも専門職の雇い上げ
が増えることが予想される。また困難ケースや保
護者への対応等、継続した支援が必要になる。

発達の気になる児や身体の使い方が不器用な児、
言葉の不明瞭さが気になる児も年々増加傾向にあ
る。そのため心理士、作業療法士の他に言語聴覚
士の訪問も取り入れ実施回数を増やし、行動面・身
体面・言語面と様々な視点からのフォローを充実さ
せていく。 

令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4 項 1 目 2 21･51 24･54 回・人

令和 6 6 21

事務事業 000002 妊産婦支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 853,902 円

子育て世代包括支援センターにおいて、妊娠期
から子育て期の母子保健指導及び育児相談等を
行う。

母子健康手帳交付時、妊娠７か月時のお便り、予定
日１か月前の電話連絡等により、事業の周知を行っ
た。気軽に相談できるように、年度当初に広報で周
知し、また、オリジナルの相談カードを作成し配布し
た。妊産婦の相談場所として少しずつ定着。特に外
国籍の妊産婦は困った事があると相談に来ることが
増えている。

施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

出産1か月前電話相談件数・支援プラ
ン作成数

基本事業 04 こども家庭相談の充実
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 こども家庭相談 係 子育てに関する総合相談窓口として周知が必要
である。
事業の周知の機会を増やすことで、事業の参加
者も少しずつ増えているので、対応が必要。
妊婦指導で使ってきた消耗品の老朽化。

外国籍妊産婦、高齢初産婦、シングル、不妊
治療した妊婦等様々な事情や背景がある妊
産婦が増えており、個々に応じた支援が必
要。また、具体的に丁寧に対応し、心配な事
があれば気軽に相談できるように声かけをし
ていく。

令和　４年度 令和　５年度 単位

④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金 係

特になし 特になし
令和　４年度 令和　５年度 単位

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4 項 1 目 2 71･12 53･8 回・人

令和 6 6 21

継続事業
会
計

2 款 2 項 4 目 1 13 3 件

事務事業 000009 出産育児一時金支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 1,348,370 円

国民健康保険加入者が出産した場合に、出産費
用の負担を軽減するため支給される。

特になし施
策
体
系

施策 03 こども・子育て支援の充実
事業実績

支給件数基本事業 03 子育てのための経済的な支援
②事務事業の課題


